新型インフルエンザに対する大阪府業務継続計画（第２版）（概要）
平成２２年３月
新型インフルエンザ（強毒性）の流行下において、「１府民の生命と健康を守り、２府民生活と社会機能を維持すること」を最優先課題として、感染拡大防止策を実施するとともに、必要な府民サービスを維持するため、府（一般行政部門）の業務継続計画を策定する。
１　基本事項

（1）流行規模の想定－欠勤職員数等
	職員数

（大阪府一般行政部門）
	罹患職員数

（罹患率：約25％）
	欠勤職員数

（欠勤率：最大40％程度）

	約10,000人
	約2,500人
	約4,000人


注）国「新型インフルエンザ対策行動計画」等から推計

（2）警戒レベル

ア 海外発生期、イ 国内発生前期、ウ 国内発生後期、エ 小康・終息期
（3）業務継続計画に影響を与える要素

ウイルスの毒性等についての知見が明らかになるまでには一定の症例の積み重ねと時間が必要であることから、発生初期の段階では最も厳重な対策を実施し、ウイルスの毒性等を見極めたうえで、対策を緩和するなど柔軟に対応する。　
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２　危機管理体制の整備

(1)　大阪府新型インフルエンザ対策本部の設置
　　新型インフルエンザ対策本部を設置し、総合的な対策を推進

(2)　指揮命令系統の確保

○ 知事に事故あるときは副知事が職務を代理

○ 各部局長（本部員）に事故あるときは次長、総務主管課長の順に職務を代理

(3)　庁内の勤務体制の確保

○ 学校園、通所施設の臨時休業等を想定し、職員の状況を把握

○ 流行状況に応じた勤務体制の検討（マイカー通勤、フレックスタイム制等）

３　感染防止策

　(1)　海外発生期における対策

　○ 職員に対する注意喚起

○ 感染予防消耗物品等の確保（手指消毒用アルコール、マスク等の準備）

○ 窓口業務の対策や来庁者への対応等の検討（机等のレイアウト、電話の活用）

(2)　国内発生前期における対策

○ マスク等個人防護具の着用、入室制限等感染防止策の徹底

○ 執務室等における患者発生時の対応

 (3)　国内発生後期における対策

　○ 職員の健康状態の確認及び連絡体制の徹底

　○ 国内発生前期の対策を強化

４ 業務継続方針

(1)　基本的な考え方

○ 新型インフルエンザ対策業務を強化

○ 府民生活に重大な影響を及ぼす業務の継続

○ 感染拡大防止や職員欠勤状況などを勘案し、

・ 国内流行期間（概ね２ヶ月間）には、不要不急の業務は縮小

・ 感染を防止するため、不特定多数が集まる業務、施設は休止

(2)　要員配置計画

業務継続方針に基づき、府の業務全般について優先すべき業務を分類

(3)　要員配置計画の実施

優先業務に配置する職員の確保を第一に、感染や欠勤状況に応じて、業務を順次縮小、休止しながら全庁横断的に職員を優先業務に投入する。

＜業務分類＞

	
	国内発生前期
	国内発生後期

	新型インフルエンザ対策業務
	目的：感染拡大防止

　　　社会的混乱の回避
	目的：健康被害最小化

社会・経済機能の維持

	通

常

業

務
	継続
	○通常業務の継続

ただし、新型インフルエンザ対策への応援を最優先に対応
	○府民の生命・財産への影響が大きいもの

水道などのライフライン等

	
	縮小
	―――
	○一定期間縮小しても、府民の生命財産への影響が小さいもの

	
	休止
	―――
（府内発生の場合は、休止を行う可能性がある）
	○一定期間休止しても府民の生命・財産への影響が小さいもの

○不特定多数の接触が発生するもの

図書館、博物館等


５　計画の実効性の向上
　　計画の実効性を高めるため、各部局において業務継続計画や規程を整備するとともに、研修や訓練等を通じ職員への周知徹底を行う。









